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   令和元年度つくば市健全化判断比率及び資金不足比率審査 

   意見書について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第 22 条第１項の規

定により、令和２年（2020 年）７月 20 日付け２つくば財第 151 号にて審査に付さ

れた令和元年度つくば市健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類を審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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令和元年度健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

 １ 健全化判断比率 

(1) 実質赤字比率 

(2) 連結実質赤字比率 

(3) 実質公債費比率 

(4) 将来負担比率 

 ２ 資金不足比率 

 ３ 審査に付された比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

   令和２年（2020 年）７月 20 日から令和２年（2020 年）８月３日まで 

 

第３ 審査の方法 

   審査に当たっては、市長から審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並び 

  にその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼 

  として計数を確認するとともに、関係職員から説明を聴取し実施した。 

 

第４ 審査の結果 

   審査に付された令和元年度健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基 

  礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

   当年度の各比率は、次のとおりである。 

 

 １ 健全化判断比率の状況 

（単位：％） 

 
（注） 実質赤字比率及び連結実質赤字比率「－」表示は、それぞれ赤字がないことを示して 

     いる。 

 

 

比　率　名 元年度 30年度 増減 早期健全化基準 財政再生基準

(1) 実 質 赤 字 比 率 － － － 11.25 20.0

(2)連結実質赤字比率 － － － 16.25 30.0

(3) 実 質 公 債費 比率 6.1 6.3 △ 0.2 25.0 35.0

(4) 将 来 負 担 比 率 58.3 58.2 0.1 350.0 －
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  (1) 実質赤字比率 

     実質赤字比率は、一般会計等（一般会計及びつくば市等公平委員会特別会計）の 

    実質赤字の標準財政規模に対する比率である。これは、一般会計等の赤字の程度を 

    指標化し、財政運営の深刻度を表わすものである。 

 

  ※ 標準財政規模は、地方公共団体の経常的一般財源（使途が特定されず、どのよう 

   な経費にも使用することができる財源）の標準的な大きさを示す指標で、標準税収 

   入額等（地方税、地方譲与税等の理論上標準的な収入見込額）に普通交付税、臨時 

   財政対策債発行可能額を加えた額である。 

 

【実質赤字比率の状況】 

（単位：千円、％） 

 
（注） 実質赤字比率は算定した結果が赤字でないため、「‐」で表示した。( )内の数 

  値は計算結果に基づく数値を参考として表示した。 

 

 

  (2) 連結実質赤字比率 

    連結実質赤字比率は、一般会計及び特別会計（財産区を除く）並びに公営企業会 

   計全ての会計の赤字や黒字を合算し、市全体としての赤字の程度を指標化し、財政 

   運営の悪化の度合いを表すものである。 

 

元年度 30年度 29年度

一般会計 3,706,241 2,184,192 3,333,195

312 437 350

一般会計等実質収支額 3,706,553 2,184,629 3,333,545

実質赤字額　　 A △ 3,706,553 △ 2,184,629 △ 3,333,545

標準財政規模　 B 50,296,164 48,158,968 48,086,649

実質赤字比率　A/B×100 －  (△7.36) －  (△4.53) －  (△6.93)

つくば市等公平委員会特別会計

早期健全化基準

財政再生基準

11.25

20.0

実質収支額

区　分
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【連結実質赤字比率の状況】 

（単位：千円、％） 

 

 

（注） 連結実質赤字比率は算定した結果が赤字でないため、「‐」で表示した。( )内 

  の数値は計算結果に基づく数値を参考として表示した。 

  

元年度 30年度 29年度

A 3,706,553 2,184,629 3,333,545

3,706,241 2,184,192 3,333,195

312 437 350

B
600,234 302,715 922,142

282,346 121,648 660,732

309,247 169,315 234,247

8,641 11,752 27,163

C 2,841,090 1,375,217 1,169,621

1,623,229 1,135,701 904,160

1,217,861 239,516 265,461

D 7,147,877 3,862,561 5,425,308

E 50,296,164 48,158,968 48,086,649

－ (△14.21) － (△8.02) － (△11.28)

水道事業会計　(法適用企業)

一般会計

一般会計等（実質収支額）

区　　　　　　　　　　　分

公営企業会計(資金不足・剰余額)

つくば市等公平委員会特別会計

一般会計等以外の特別会計のうち、公営企業
に係る特別会計以外の会計(実質収支額)

国民健康保険特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

下水道事業特別会計　(法非適用企業)

早期健全化基準

財政再生基準

16.25

30.0

連結実質赤字比率　D/E×100

合 　　　計        (A+B+C)

標準財政規模　　
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  (3) 実質公債費比率 

    実質公債費比率は、借入金(地方債)の返済額及びこれに準ずる経費の大きさを指 

   標化し、資金繰りの危険度を表すものである。 

 

【実質公債費比率の状況】 

                                                              （単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

  (4) 将来負担比率 

    将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対 

   する比率である。これは、一般会計等の借入金や将来支払う可能性のある負担等現 

   時点での状況を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを表すものである。 

 

 

元年度 30年度 29年度

A 6,224,718 6,067,670 6,035,354

B 3,011,019 3,432,100 3,728,941

C 1,674,670 1,781,496 1,670,375

D 4,951,298 5,179,574 5,203,449

E 50,296,164 48,158,968 48,086,649

5.8 5.9 6.7

29年度～元年度 28年度～30年度 27年度～29年度

6.1 6.3 6.5

早期健全化基準 25.0

財政再生基準 35.0

実質公債費比率
（3か年平均）

単年度実質公債費比率
(A+B)-(C+D)/(E-D)×100

区　分

元利償還金

特定財源

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

標準財政規模

準元利償還金
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【将来負担比率の状況】 

（単位：千円、％） 

 
（注） 将来の財政悪化の可能性を示す指標であるため、財政再生基準は設定されていない。 

 

 

 ※１ 将来負担額［アからキまでの合計額］ 

   ア 当年度末における一般会計等に係る地方債の残高 

   イ 債務負担行為に基づく支出予定額 

   ウ 一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等から 

    の繰入見込額 

   エ 組合等が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担等見込額 

   オ 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 

   カ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 

   キ 連結実質赤字額 

   ク 組合等の連結実質赤字相当額に係る一般会計等負担見込額 

 

 ※２ 充当可能財源等［アからウまでの合計額］ 

   ア 地方債の償還額等に充当可能な基金 

   イ 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入 

   ウ 地方債の償還等に要する経費として基準財源需要額に算入されることが見込ま 

    れる額 

元年度 30年度 29年度

A 95,350,537 99,364,905 99,308,447

B 68,909,597 74,308,850 77,634,117

C 50,296,164 48,158,968 48,086,649

D 4,951,298 5,179,574 5,203,449

58.3 58.2 50.5

早期健全化基準 350.0

将来負担比率
  [(A-B)/(C-D)]×100

区　　　　　　分

将来負担額　　 ※ 1

充当可能財源等 ※ 2　　

標準財政規模　　

基準財政需要額　算入公債費等の額

49.5 46.3 50.5 58.2 58.3 

0
20
40
60
80

100

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

将来負担比率の推移（％）
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 ２ 資金不足比率の状況 

（単位：千円、％）   

  

（注）「－」表示は、該当数値がないことを示している。 

 

  (1) 資金不足比率 

     資金不足比率は、各公営企業会計ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率で 

あり、経営状況の深刻度を表すものである。資金不足比率算定の対象となるのは、         

地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する事業及び地方財政法施行令第 46 

   条に規定する事業である。 

  

 ３ 審査意見 

   令和元年度における健全化判断比率等のうち、実質赤字比率、連結実質赤字比率及 

  び資金不足比率については、実質赤字あるいは資金不足が発生していないため、各比 

  率は算定されない。実質公債費比率及び将来負担比率について、実質公債費比率は 

  6.1％で、前年度と比較して 0.2 ポイント改善し、将来負担比率は 58.3％で、前年度と 

  比較して 0.1 ポイント悪化したが、早期健全化基準(350.0％)を下回っている。 

   つくば市の健全化判断比率は早期健全化基準を、資金不足比率は経営健全化基準を 

  下回っており財政の健全性が保たれていることが認められた。 

   今後とも自主財源の確保を図るとともに、合理的な歳出削減を行うなど、更なる健 

  全な財政運営に向けてより一層の努力を期待するものである。 

 
＜参考＞ 健全化判断比率等の対象となる会計の範囲 
 

資金不足額 事業の規模 資金不足比率 令和元年度

A B A/B 資金不足比率

水 道 事 業 会 計 － 4,882,981 － －

下水道事業特別会計 － 3,755,687 － －
20.0%

会　計　名
経営健全化

基準

公営企業会計
ごとに算定

普通
会計

一　般　会　計

一般会計等に属す
る特別会計

公平委員会特別会計

一般会計等以外の
特別会計のうち公
営企業に係る特別
会計以外の会計

公営
事業
会計

国民健康保険特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計

※つくば市は非該当

※つくば市は非該当地方公社・第三セクター等

法非適用公営企業 下水道事業特別会計

公営
企業
会計

法適用公営企業 水道事業会計

一部事務組合・広域連合

比
率
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